
事業名 正規雇用化サポート・企業応援事業

１．予算措置状況 令和４年度 42,444千円（令和３年度 40,157千円）
(正規雇用化促進事業)

(沖縄振興特別推進交付金 8/10補助)

事業期間：H27～R4

２．事業の概要
(1) 目的

本県の高い非正規雇用率を改善するため、非正規雇用従業員の正社員転換や正社
員雇用を検討している企業を支援し、県内の正規雇用化等を促進する。

(2) 現況
沖縄県の非正規雇用率は全国と比べ高い状況にある。
非正規雇用については、雇用が不安定であることに加え、一般的に賃金が低い等

の問題が指摘されている。さらに、必要な職業能力が形成できないことも多く、特
に若年者にとって、その後の職業人生に大きな影響を及ぼすおそれがある。
また、企業においても非正規雇用率が高いことは、将来の中核的な人材が育たな

い等のデメリットが懸念される。

(3) 事業の内容
① 非正規雇用従業員の正規雇用化や正社員雇用を検討しているが、コスト面等が
課題となっている企業に対し、中小企業診断士等の専門家チームを派遣し、財務
面等に関するアドバイスなどを行い、正規雇用化等の促進を図る。

② 非正規雇用従業員の正規雇用化を図る県内企業が、スキルの獲得や資格取得等
を目的に、県内または県外の研修地で従業員研修を行う場合に、宿泊費、交通費
の助成を行う。
・助成額：助成対象経費の3/4（下表の「助成限度額」以内）

研修期間 5日以上 1か月以上 2か月以上 3か月以上 4か月以上

1か月未満 2か月未満 3か月未満 4か月未満

助成限度額 10万円 15万円 20万円 25万円 30万円

〈事業スキーム〉



事業名：正規雇用化サポート・企業応援事業

①予算区分：委託料
②委 託 先：一般社団法人沖縄県中小企業診断士協会
③委託内容：専門家派遣の実施、経営者等への意識啓発、助成金申請の審査等

(4) 期待される事業効果
① 人件費等コスト面が課題となって従業員の正規雇用化等を実施できない企業に
対して正規雇用化のメリットを視野においた中小企業診断士等派遣による支援を
行うことにより、企業における経営・財務・人事等、多方面の経営基盤が強化さ
れ、県内の正規雇用化等の取り組みが促進される。また、企業にとっては人材の
確保定着が期待される。

② 研修派遣者数以上の正社員転換を助成条件としており、正規雇用化が促進され
る。また、中長期的には、企業の人材確保や従業員のスキルアップにより、企業
の生産性が向上することで、持続的な正規雇用化に繋がる。

３．事業実績（令和３年度）
成果指標 目標 実績

専門家派遣による支援企業数 25社 47社
専門家派遣による正規雇用拡大者数 75人 108人
従業員研修費用の一部助成による正規雇用化数 20人 19人

４．事業目標（令和４年度）
成果指標 目標

専門家派遣による支援企業数 25社
専門家派遣による正規雇用拡大者数 75人
従業員研修費用の一部助成による正規雇用化数 20人

５．補足説明
国（厚生労働省）のキャリアアップ助成金（正社員化コース）においては、有期雇
用労働者等を正規雇用労働者等に転換した場合に助成金（例：有期雇用→正規雇用
の場合57万円等）を受給できる仕組みがあるが、本事業の助成金と併給できるもの
となっている。

６．関係法令、条例、規則等
労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する
法律

新・沖縄21世紀ビジョン ３-(11)-イ-④ 正規雇用の促進



事業名 正規雇用採用力向上モデル事業

１．予算措置状況 令和４年度 24,594千円
(正規雇用化促進事業)

(沖縄振興特別推進交付金 8/10補助)

事業期間：R4開始

２．事業の概要
(1) 目的

正規雇用を検討しているが人材確保等の課題を抱えている県内中小企業に対し、
採用コンサルタント等の専門家を派遣し、採用活動等の支援・相談を行い正規雇用
の促進を図る。

(2) 現況
沖縄県の非正規雇用率は全国と比べ高い状況にある。企業が正規雇用をする上で

「求人を出しても応募がない」等の採用に関する課題があり、企業の採用力を強化
する支援が必要である。

(3) 事業の内容
①専門家派遣による支援
採用コンサルタント等の専門家を派遣し、採用活動における課題整理及び改善の
ためのアドバイス等を行う。

②合同説明会の実施
支援企業を対象とした合同説明会を実施し、求職者とのマッチングを行う。

〈事業スキーム〉

①予算区分：委託料
②委 託 先：株式会社プラスキャリア
③委託内容：専門家派遣の実施、合同説明会の実施等



事業名：正規雇用採用力向上モデル事業

(4) 期待される事業効果
人材確保等の課題を抱えている企業に対して、採用コンサルタント等の専門家を

派遣し、求める人物像の明確化・求人媒体の選定・広告の書き方等の支援を行うこ
とにより、企業の採用力が強化され、県内の正規雇用の取り組みが促進される。

３．事業実績
令和４年度新規事業

４．事業目標（令和４年度）
成果指標 目標

専門家派遣による支援企業数 15社
専門家派遣による正規雇用者数 45人

５．関係法令、条例、規則等
労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する
法律

新・沖縄21世紀ビジョン ３-(11)-イ-④ 正規雇用の促進



事業名 正社員雇用拡大助成金事業

１．予算措置状況 令和４年度 19,343千円（令和３年度 19,554千円）
事業期間：H30～R4

２．事業の概要
(1) 目的

本県の高い非正規雇用率を改善するため、若年者を正社員として雇用する企業に
対し助成金を支給し、正社員就職機会の創出や職場定着の推進を図る。

(2) 現況
沖縄県の非正規雇用率は全国と比べ高い状況にある。また、非正規雇用について

は、雇用が不安定であることに加え、一般的に賃金が低い等の問題が指摘されてい
る。さらに、必要な職業能力が形成できないことも多く、特に若年者にとって、そ
の後の職業人生に大きな影響を及ぼすおそれがある。

(3) 事業の内容
35歳未満の者（卒後１年以内の者を除く）で過去６ヶ月以内に正社員として雇用

されていない者を正社員として新規雇用し、定着に繋がる取組を新規雇用から３ヶ
月の間に実施した場合に、予算の範囲内で助成金を支給する。
○事業者要件

・中小企業等であること。
・県内にて設置届を提出している雇用保険適用事業所であること。
・過去６ヶ月以内に事業主都合による離職者がいない事業者であること等

○助成金額

・対象者１名につき30万円（１社当たり３名まで）

〈事業スキーム〉

①予算区分：委託料、補助金
②委 託 先：一般社団法人 沖縄県中小企業診断士協会
③委託内容：助成金に関する相談、指導、審査及び周知広報等の業務

(4) 期待される事業効果
県内企業における正社員雇用の動きを促進することにより、労働者の就労安定等

雇用の質の改善が期待できるとともに、県内の若年人材が希望する雇用形態・地域
に就職できる可能性が高まり県内の労働力人口の維持確保に繋がる。
また、一定期間（３ヶ月）の定着までを要件とすることで、人材育成や人材確保

も円滑に図られ、企業の生産性が向上することで持続的な正規雇用の拡大に繋がる。



事業名：正社員雇用拡大助成金事業

３．事業実績（令和３年度）

成果指標 目標 実績

正社員定着人数 30人 28人

４．事業目標（令和４年度）

成果指標 目標

正社員定着人数 30人

５．関係法令、条例、規則等
労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する

法律

新・沖縄21世紀ビジョン ３-(11)-イ-④ 正規雇用の促進


